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介護保険制度は、「 高齢者の増加に伴い、今後さらに介護費用の増加が見込まれる中で、制度の持続可能性を高める
ことが必要であるjという観点から、団塊の世代が75歳以上になる平成37 (2025）年以降を見据えた事業計画に合わ
せて平成27年度に改正されました。

主な改正内容は、 r,.地域包括ケアシステムの構築｛4月から順次実施） J

r2.費用負担の公平化｛8月から改正） J の2点です。

み！ゐ智§裏表合事命警鍵険！
介護保険制度は、平成12年4月に発足し ました。介護保険料は、市が

3年ごとに策定する介護保険事業計画に基づいて定められ ます。介護
保険の財源としては、介護保険にかかる費用の50%を I公費負担 J 、残
りの50%を「保険料負担 J

で賄って い ま す 。保険料
は、介護保険第1号被保険
者（65歳以上の人）と介護
保険第2号被保険者（40歳
以上65歳未満の人）の被
保険者数で割合が決まり
ます。高齢化に伴い、サ ー ビ
スの利用者数が増加する
につれて、介護保険に要す
る費用もますます増えてい
きます。

介護保険を安定的・継続
的に運営するため、費用負
担の公平化を図ります。 ※松戸市が保険者となり、運営しています。
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平成37年にはおよそ5人に1人が75歳以上となり、さらに認知症や高齢者の独居世帯 ・ 夫婦のみ
世帯の割合が増加していくと予想されます。

一方、65歳以上の高齢者を対象に、自分自身が介護を必要とする時に受けたい介護について市
でアンケー 卜を行ったところ、約40%の人が I現在の住まいJでの介護を望んでいました。

市では、このような社会構造の変化や高齢者のニ ー ズに応えるため、可能な限り住み慣れた地域
で自分らしい生活を営むことができるよう、医療・介護 ・ 介護予防 ・ 住まいおよび生活支援を一体的
に提供する「地域包括ケアシステムjの構築を推進します〔詳細は平成27年3月27日発行の広報ま
つど「介護保険制度改正特集号Jに掲載しています（市ホ ームペー ジでも閲覧できます）〕。

＠高齢者向lオ相談専門ダイヤル（平日9時～17時）
高齢者の日常生活や介護に関するさまざまな悩み・不安・疑問に対し、相談員が市のサ ー ビスや窓口をご案内します。

圃高齢者あんしん100番ft366-1100

．介護保険制度改正について（9月30日制までの平日9時～17時）
平成27年度介護保険法改正に関する全般的な内容についてご案内します。

圃松戸市介護保険コ ー ルセンタ ーft366-6001

金まUと住まし:-i15

後ベ・家族の選択と心棒ヲL
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・広報まつど「介護保険制度改正特集号」2015年（平成27年）7月 15日
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介護に携わる職員数は、団塊の世代が75歳以上になる平成37年には約38万人不足する見通しであり、介護人材を確保・定着させていく
ことが課題となっています。

市では、市内における介護事業所の人材を確保・維持するとともに、介護サ ー ビスの質の向上を図るため、介護の現場で働きたくても資格
がなくて働けない人に対し、働きながら資格を取り、正職員・正社員になれるよう支援します。

｜※この合護人材育成事業にかかる全ての費用は、 固かS補助を要I冗市の 一般会計で行うものです。｜

申し込み～就職の流れ

①事前に各事業所へ電話で申し込みます。
（対象の事費用ー覧1i r広報まつど8月15日号jに掲載予定）

②各事業所で面接等の選考をします。
③採用が決定した人l誌、事業所と4力月程度の有期雇用契約を締結します。
④原則事業所での勤務と芯りますが、期間中に介護職員初任者研修を

受講 していただきます。
※研修受講日も事業所が定めた賃金 ・ 交通費を負担します。
※介護職員初任者研修にかかる受講料は事業所が負担します。

⑤有期雇用契約終了後、同じ事業所に正規職員として就職することが
できます。

応募資格※下記の全てに該当する人

．各事業所の応募開始時点で、市内の介護施設で働いてい芯い人
．介護職員初任者研修修了と同等以上の資格者持たない人
・正規雇用としての長期間就職を希望する人

介護職員を募集する事業所

以下の対象施設の中から、事業所の希望や募集定員
(36人程度）等を考慮し、決定します0

．特別養護老人ホ ー ム
・介護老人保健施設
・小規模多機能型居宅介護
・認知症対応型共同生活介護（グルー プホ ー ム）
・看護小規模多機能型居宅介護
・特定施設入居者生活介護（有料老人ホ ー ム等）
※募集事難所の一覧および問い合わせ先1t, r広報まつど

8月15日号』に掲載予定です。

固松戸市介護保険コ ールセンタ －ff366-6001
(9月30日制までの平日9時～17時）

団負担割合証肱誰に送
Sれτ くるの？

園） 65歳以上で要介護 ・

要支援認定を受Itた人と

図自分の負担割合はどうやって分かるの？

図利用者負担が1劃の人も2割の人も、要介
護 ・ 要支援認定相当を受けた人には、毎年7月
頃に、市から負担割合が記載された負担割合
証を送付します（2ー1参照）。

固いつかS負担副含据わるの？

図平成27年8月1日以降でサ ー ビス
を利用するときからです（2-1参照）。

総合事業対象者に届きま
す（2-1参照）。

図1割負担か62割負担にわた人
lcl:、全員月々の負担が訓告になるの？

図月々の利用者負担には上限があ
り、上限を超えた分は高額介護サ ー ビ
ス費 が支給されるため、全ての人の負
担が 2倍に怠るわけではありません
(2-3参照）。

園高額介護トピス費つ τどんな制麿？

固介護サ ー ビスを利用する場合に支払う
介護保険の利用者負担には、月々の負担の上
限が設定されています。1カ月に支払った利用
者負担の合計が負担上限額を超えた場合、超
えた分が払い戻されます（2-3参照）。
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●広報まつど「介護保険制度改正特集号」 2015年（平成27年）7月15日 ●広報まつど「介護保険制度改正特集号」 2015年（平成27年）7月15日

8月から変わること8月から変わること

現行

　

一定額以上

　平成27年8月から、65歳以上の第1号被保険者で「一定以上の所得がある人」を対象に、介護保険サービ
スを利用した際の自己負担割合が1割から2割に変更されます。これに伴い、「介護保険被保険者証」を持っ
ている人で要介護（要支援）認定を受けた人※１に対し、自己負担割合（1割または2割）が記載された「介護保
険負担割合証」を7月下旬に送付します。
　介護保険サービスを利用する際は、「介護保険被保険者証＃1（緑色）」の他に「介護保険負担割合証＃2（桃
色）」が必要となりますので、忘れずに提示してください。
※１ 40～64歳の第2号被保険者で要介護（要支援）認定を受けた人、介護予防・日常生活支援総合事業対象者に

特定された人にも負担割合証を送付します。

　介護保険負担割合証が届いたら、内容をご確認
ください。内容に誤りがあった場合は、介護保険課
資格保険料班☎366－7370へご連絡ください。

　介護保険施設を利用する場合、サービスの利用者負担（1割または2割）の他に、食費・滞在費（居住費）・日常生活費の全額が
利用者負担となります（介護保険制度改正前と同じ）。

※利用者負担は施
設と利用者間の契
約で決まりますが、
水準となる基準費
用額が定められて
います。

　負担軽減の対象要件に配偶者の課税状況と預貯金等の資産要件が追加になりました。次の流れに沿って、判定してください。

介護保険サービスを利用した
時の自己負担割合（1割または
2割）が記載されているか

平成27年8月から

8月から変わること8月から変わること

　月額の上限額は所得区分に応じて、世帯単位および個人単位で設定されています。市民税課税世帯のうち、「現役並み所得」に
相当する人※3については、上限額が44,400円へと引き上げられることになりました。

8月から変わること8月から変わること

「介護保険負担割合証」の
内容をご確認ください
「介護保険負担割合証」の
内容をご確認ください

自己負担割合チェック表自己負担割合チェック表

第１号被保険者
（65歳以上の人） 
第１号被保険者
（65歳以上の人） 単身世帯の場合で 280 万円

２人以上世帯の場合で 346 万円
単身世帯の場合で 280 万円
２人以上世帯の場合で 346 万円

下記以外下記以外

2－1. 「介護保険負担割合証」を7月下旬に送付します2－1. 「介護保険負担割合証」を7月下旬に送付します

2－3. 利用者負担が高額になったとき2－3. 利用者負担が高額になったとき

2－2. 食費・滞在費（居住費）の
　　　負担軽減の基準が変わります
2－2. 食費・滞在費（居住費）の
　　　負担軽減の基準が変わります

未満

同一世帯における第１号被保険者の前年の課税
年金収入額＋その他の合計所得金額※2が

1割負担

1割負担

2割負担

本人の合計所
得金額は、前
年の所得が基
本になります

被保険者番号・住所・氏名（フリガナ）・
生年月日・性別に誤りがないか

適用期間が記載されているか

1 2 3 4サービス費用の
1割または2割

食費 滞在費（居住費） 日常生活費
身の回りの品・教養娯楽費等

（タオルやクラブ活動の教材費など）

　低所得利用者（非課税世帯）の施設サービス（介護保険施設および地域密着型介護老人福祉施設）や短期入
所サービス（ショートステイなど）の利用が困難にならないように、食費・滞在費（居住費）については、「特定
入所者介護（予防）サービス費」が支給されます。これは、所得に応じた負担限度額までを利用者が負担し、基
準費用額との差額分を介護保険から支給するものです。申請により「負担限度額
認定証＃3（灰色）」の交付を受け、サービス利用時に事業者へ提示する必要があります。

　利用者が１カ月に支払った介護保険の利用者負担の合計額（同じ世帯内に複数の利用者がいる場合は世帯の合計額）が上限額を
超えたときは、申請により超えた分が「高額介護（予防）サービス費」として後から支給されます。
　「高額介護（予防）サービス費」の支給対象者には、市から通知します。

利用者負担段階区分
○現役並み所得者 37,200円 44,400円

37,200円
24,600円

15,000円（個人）

15,000円（個人）

15,000円

24,600円

15,000円（個人）

15,000円（個人）

15,000円

○一般世帯
○住民税非課税世帯
・合計所得金額および課税年金収入額の合計が80万円以下の人
・老齢福祉年金の受給者

○生活保護受給者
○利用者負担を15,000円に減額することで、生活保護受給と
ならない場合

平成27年7月まで 平成27年8月から
上限額（世帯合計）利用者負担の上限（1カ月）

23

2. 介護保険サービスを 利用する際の費用負担の公平化を図ります

あなたの負担割合は？あなたの負担割合は？

介護保険 ～ 高額介護（予防）サービス費の支給について ～介護保険 ～ 高額介護（予防）サービス費の支給について ～

施設を利用する際にかかる費用は？施設を利用する際にかかる費用は？

低所得の人は食費・滞在費（居住費）が軽減されます低所得の人は食費・滞在費（居住費）が軽減されます
本人の前年の
合計所得金額が
160万円以上

本人の前年の
合計所得金額が
160万円以上

本人の前年の
合計所得金額が
160万円未満

本人の前年の
合計所得金額が
160万円未満

※2 合計所得金額とは、公的年金や給与等の収入から必要経費を控除した後で、
基礎控除（38万円）や人的控除等を控除する前の所得金額をいいます。

※利用者の負担額には、月額の上限額（高額介護サービス費）があるため、自己
負担が2割になった全ての人の負担額が2倍になるわけではありません。

「一定以上の所得がある人」の自己負担が2割になります「一定以上の所得がある人」の自己負担が2割になります 介護保険制度改正前と同じ

※３ 「現役並み所得」相当の基準とは
●同一世帯内の第1号被保険者の課税所得が145万円以上の場合
※ただし、課税所得が145万円以上の場合でも、次の①または②に該当する場合の上限額は一般世帯（37,200円）と

　　同額に引き下げられます。対象者には、市から申請書を送付するので、申請してください。
①同一世帯内の第1号被保険者の収入が1人のみの場合＝383万円未満
②同一世帯内の第1号被保険者の収入が2人以上の場合= 520万円未満 

このチェック表で、負担割合が
1割か2割かご確認ください

＃1「介護保険被保険者証」
のイメージ（緑色）

問介護保険課
☎366－7370

問介護保険課給付班
☎366－7067

〈 食費・滞在費（居住費）の負担軽減 ～ 対象者の判定の流れ ～ 〉

〈 所得要件 〉

 　〈 要件の追加 〉
●世帯が違っていても配偶
者の市民税が課税されて
いる場合は対象外

〈 資産要件（新）〉
預貯金等が一定額以下

●配偶者がいない人は
　　 1,000万円、

●配偶者がいる人は
  合計 2,000万円

課税

一定額未満非課税

対象外 対象外

●市民税非課税世帯の人が
対象

食費・滞在費（居住費）
の負担軽減の対象

市民税が 預貯金等が

　　①同一世帯内の第
　　②同一世帯内の第

NEW

＃2「介護保険負担割合証」
のイメージ（桃色）

＃3「負担限度額認定証」
　　のイメージ（灰色）

問介護保険課給付班
☎366－7067
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